	
更なる特殊詐欺被害防止対策の検討について（答申）令和６年11月５日
大阪府特殊詐欺
対策審議会資料


１　はじめに
近年、大きな社会問題の一つとされている特殊詐欺については、犯行の手口が複雑化・巧妙化しており、被害も急増するなど、まさに危機的な状況となっており、犯罪対策閣僚会議においても「国民を詐欺から守るための総合対策」が示される等、特殊詐欺の被害防止対策は社会全体における喫緊の課題と言える。
大阪府においても、令和元年、特殊詐欺の根絶に向けた取組を推進するため、「大阪府安全なまちづくり条例」の改正を行い、府民及び事業者等の努力義務等を規定し、現在も同改正条例に基づき、警察の取締り、府や市区町村等による各種施策による抑止活動及び広報啓発の実施、金融機関やコンビニエンスストア等の事業者による被害防止活動等、官民一体となった対策を講じているところである。
しかし、改正条例が施行された令和元年以降、一時的に認知件数、被害金額は微減したものの、認知件数については令和４年及び５年には統計を取り始めて以来過去最多を２年連続で更新し、被害金額についても令和４年以降、右肩上がりに増加し、本年中の被害金額は過去最多を上回る勢いである。現行の条例では歯止めがかからない状況になっており、全国的にみても大阪府における被害が危機的な状況であることから、対策を早急に講じる必要がある。
こうした情勢の中、本年６月に吉村大阪府知事から高齢者の資金が１日あたり１千万円以上だまし取られている現状は看過できないため、一歩踏み込んだ対策が必要として、更なる対策強化に向けて「大阪府安全なまちづくり条例」の改正が提言された。
知事の提言を受け、一層複雑化・巧妙化する手口の変化に対応し、府民を特殊詐欺の被害から守るために、特殊詐欺被害防止対策の更なる検討が必要不可欠であるとして大阪府公安委員会より規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺対策について諮問を受け、「携帯電話で通話しながらのＡＴＭ操作の禁止」、「金融機関からの通報」、「プリペイド型電子マネー販売時の確認」、「振込取引における上限額の設定」、「府民の自主防犯行動を促進するための情報発信」の５項目を条例改正の柱として議論を重ねた結果を取りまとめたので、答申する。

２　特殊詐欺の現状と課題
 (1)　特殊詐欺の発生状況
大阪府内における令和５年中の特殊詐欺の認知件数は2,656件、被害金額は約36億６千万円であり、被害金額を１日当たりに換算すれば大阪府内において毎日１千万円以上の被害が発生している状況である。
同年中の認知件数及び被害金額は、いずれも前年よりも増加しており、さらに、本年８月末時点で認知件数は1,741件と前年同期比で減少しているものの、被害金額は約38億８千万円と前年同期比で約14億円あまり増加している危機的な状況にある。
令和５年中の主な手口の発生状況については、オレオレ詐欺が117件（前年比増減０件）、架空料金請求詐欺が701件（前年比426件増加）、還付金詐欺が948件（前年比36件減少）と、これら３手口で全体の約66パーセントを占めており、被害金額は、オレオレ詐欺が約６億２千万円（前年比約２億３千万円増加）、架空料金請求詐欺が約10億５千万円（前年比約２億円増加）、還付金詐欺が約９億６千万円（前年比約７千万円減少）となっている。
また、令和６年８月末時点での主な手口の発生状況については、オレオレ詐欺が178件（前年同期比97件増加）、架空料金請求詐欺が456件（前年同期比26件減少）、還付金詐欺が835件（前年同期比206件増加）と、これら３手口で全体の約84パーセント、特に還付金詐欺だけでも全体の約半数を占めており、被害金額は、オレオレ詐欺が約15億円（前年同期比約11億７千万円増加）、架空料金請求詐欺が約８億円（前年同期比約１億２千万円増加）、還付金詐欺が約11億３千万円（前年同期比約５億２千万円増加）となっている。
令和５年中の還付金詐欺における被害品の交付形態は、すべて「振込による交付」であり、振込の際に使用したＡＴＭは、無人ＡＴＭ及び無人状態になったＡＴＭ（店舗営業時間外であり無人状態となっているＡＴＭ）が95パーセントとなっている。
また、架空料金請求詐欺における被害品の交付形態は、電子マネー型（プリペイド型電子マネーを被害者に購入させ、その電子マネーを使用するためのカード番号等を犯人グループが聞き取り、その電子マネーの額面金額をだまし取る手口）が全体の72パーセント、次いで「振込による交付」が25パーセントとなっており、プリペイド型電子マネーの購入場所は、コンビニエンスストアが99パーセントである。
被害者の年齢構成については、特殊詐欺全体の85パーセント、還付金詐欺の93パーセントが65歳以上の高齢者となっている。
　
(2)　特殊詐欺の犯行の主な手口
　　ア　市役所職員や銀行職員等を騙る還付金詐欺
犯人が市役所職員等を騙り、被害者の自宅の固定電話に電話を架け「医療費の還付金がある。」「申請期限が過ぎており、申請手続きが必要である。受取の口座はどの銀行がいいか。」等と申し向けて保有口座を聞き出し、続いて銀行職員等を騙って電話を架け「手続きのためにＡＴＭへ行き、着けばサポートセンターへ電話してください。」等とＡＴＭに誘導し、携帯電話で通話しながらＡＴＭの操作方法を指示し、お金を振り込ませる。
　　イ　プリペイド型電子マネーを利用した架空料金請求詐欺
被害者のパソコン画面に「ウイルスに感染している。」等のポップアップを表示させたり、携帯電話等に「料金の未納」に関するメールを送信した上で、代金支払いの手段としてコンビニエンスストア等でプリペイド型電子マネーを購入させて、当該電子マネーのカード番号等を聞き取るなどして当該電子マネーの金額をだまし取る。

 (3)　特殊詐欺被害防止対策上の課題
　　ア　現行条例制定後の経緯
　　　　令和元年に、府民及び事業者等に対して特殊詐欺被害防止に関する努力義務を盛り込んだ改正大阪府安全なまちづくり条例が施行された。
　　　　しかし、令和５年における特殊詐欺の認知件数が過去最多となるなど、被害の現状は悪化傾向にあることから、現状よりさらに踏み込んだ対策が必要である。　
　　イ　被害防止対策の必要性
特殊詐欺の手口は、日々変化し、より複雑化・巧妙化しており、その背景には、匿名・流動型犯行グループの関与が認められ、一昨年、警察庁でもこの種犯罪集団の実態解明、取締り等の対策を強化する旨を表明しており、大阪府警察でも、本年４月から捜査体制を改変、増員するなど、この種犯罪への対策を更に強化している。
このような中、本年６月18日に開催された犯罪対策閣僚会議において、「国民を詐欺から守るための総合対策」が示され、国を挙げての対策推進が求められている。
これらの社会情勢、被害実態等を踏まえつつ、特殊詐欺の被害を防止するためには、警察による取締り、府や各市町村等行政機関における対策推進はもとより、事業活動の一部が犯行ツールとして利用されることを防止する各事業者による対策の強化、府民自身による各種対策への理解と協力が必要不可欠であり、国全体での取組が必要と考えるが、大阪府の危機的な状況を踏まえれば、国の動きを待っている余裕はなく、オール大阪で防犯レベルを引き上げ特殊詐欺の被害防止に取り組まなければ、被害の沈静化は望めない。
　　ウ　被害実態に着目した事業者による対策の必要性
被害金額が多い還付金詐欺、架空料金請求詐欺、オレオレ詐欺の３手口は、ＡＴＭやプリペイド型電子マネーが利用されていることが多く、利用時には既にだまされた状態で自主防犯活動には限界があること、犯人グループと非対面で敢行されることなどから、振込及び購入時に対策を講じなければ効果的に被害を防ぐことはできない。
現状でも各事業者では、府民への周知、被害防止のための取組を講じているところではあるが、被害実態を見る限り、事業者の更なる対策の強化への協力が極めて重要なポイントとなり、中でも金融機関、コンビニエンスストアへの更なる対策の協力依頼は必要不可欠である。
　　エ　府民の各種対策への理解と協力の必要性
特殊詐欺被害の特徴は、手口等について理解はしているが、犯人の巧妙な欺罔行為によりだまされてしまい、誰しもが被害に遭う可能性を秘めている。
犯人グループの欺罔行為を真実と信じ込み、他者から、騙されているとの助言、忠告があったとしても、その状態を解くことが難しいという特徴がある。
また、高齢者が被害者の大半を占めている状況を踏まえると、高齢者の被害実態を踏まえた取組を進めていく必要がある。
犯人グループとの最初の接点で多いのは、自宅の固定電話への架電からであり、国際電話番号や自動音声によるものも見られる。
犯人グループは、「あなたの口座が犯罪に使われている」、「逮捕される」、「還付金がある」、「保険料の返還がある」等の言葉を使い、「本日までなら手続きができる」、「早くしないと逮捕される」といった切迫した状況を作り出すといった手法で特殊詐欺を敢行している。
このように、特殊詐欺という犯罪によくあるシチュエーション、言葉などを複合的に理解しなければ、被害に遭うリスクは高まる。
これらを踏まえると、被害を未然に防止するためには、府民自身もこれまで以上に特殊詐欺に対する理解を深め、自ら詐欺であることを看破するとともに、被害に遭っているおそれがある者を発見すれば、注意喚起の声掛けを行うなどの行動が重要である。
よって、府民の自主防犯行動、意識の醸成を図っていく上で、府や市町村、警察の役割は非常に重要であり、必要な情報を府民が得られるように、情報発信にも配意し、より一層具体的かつ訴求力の高い広報啓発を推進する必要がある。
　　オ　その他
特殊詐欺の定義とは異なるものの、犯行手口が酷似しているＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺が特殊詐欺以上に激増している現状に鑑みれば、更なる特殊詐欺対策に加えて、ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺への対策も重要である。
令和６年８月末時点で、認知件数が速報値で648件、被害額が79億円以上となっており、昨年同期比で認知件数については438件増加、被害額については59億円以上増加している。
　　　　また、この種犯罪は、ＡＴＭを利用した振込手続により金銭を騙し取る手口もあ　　
るが、本年に入りインターネット・バンキングを利用した振込手続も急増している。
令和５年と比較すると、件数・被害額ともに増加しており、令和６年８月末時点　　　
で、被害件数の約16パーセント、被害金額の約51パーセントがインターネット　　　
バンキングを利用したものとなっている。
今後の手口の変遷を考慮すれば、「国民を詐欺から守るための総合対策」等の国
による対策にも留意した上で、インターネット・バンキングに関する対策の検討も
必要である。

３　規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策
上記、特殊詐欺被害防止の対策上の現状、課題を踏まえ、本年６月27日に開催された第22回大阪府安全なまちづくり推進会議総会において、同会議の会長を務める吉村大阪府知事より、特殊詐欺の根絶に向けた取組をさらに強化するため、大阪府安全なまちづくり条例の改正について検討する旨及び当審議会による検討について言及された。
当審議会は、大阪府公安委員会の附属機関であるため、同委員会より「規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策」についての諮問を受け、具体的提示を受けた、下記(1)から(5)の５項目について検討、審議を行い、各項目ごと及び配意事項等について答申することとした。


(1) 携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作することの禁止
	ア　事業者は、高齢者が携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作しないための措置を講じる。
イ　高齢者は、ＡＴＭ設置者が前項の規定に基づき講ずる措置に従い、携帯電話で通話しながら、ＡＴＭを操作してはならない。
ウ　府は、高齢者が携帯電話で通話しないよう広報、啓発等を行う。


現行の条例においても「特殊詐欺の根絶に向けた施策の推進」や「特殊詐欺の根絶に向けた府民及び事業者等の努力義務」が規定されており、各種対策に取り組んでいるところであるが、現在の大阪府内における特殊詐欺の発生状況については、還付金詐欺による被害が全国ワースト１になるなど他の都道府県と比較しても突出して多い状況であり、その手口は、犯人からの指示により被害者をＡＴＭに誘導し、被害者の携帯電話に電話を架けながらＡＴＭを操作させて金銭を振り込ませるものがほとんどである。また、還付金詐欺の犯行に利用されているＡＴＭのうち、95パーセントが無人ＡＴＭ及び店舗閉店後の無人状態のＡＴＭであることから、これらのＡＴＭへの対策は必要不可欠である。
このような被害状況であることから、携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作する危険性を府民に対し、これまで以上に周知する必要があるが、それでも詐欺被害者自身は、通話しながら操作してしまう可能性があるので、事業者側の対応が必要である。
現状を踏まえれば、銀行法第１条等に規定される金融機関の目的である預金者保護の観点からも、人目のない場所において「携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作することを禁止する」ため、金融機関が必要な措置を講じることを条例で義務付けることにより、被害防止対策を強化することが必要である。
しかし、条例改正と同時にＡＩカメラ等の技術の導入や各種システム等の改修等は現実的に難しいとの意見もある。
今後、技術的な進歩等も考えられることから、大阪府や大阪府警察と緊密に連携し意見交換を重ね、効果や実現可能性等についても考慮した上で、具体的に指針で示すべきである。その指針に基づき、各種技術の導入についての効果や実現可能性等を総合的に検討を行い、効果が認められて、かつ、実現可能となれば順次導入をするなどの配慮をした上で、まずは府や事業者において、より訴求力の高い広報啓発等を積極的に行い、「携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作しない」ということが社会の常識となるように進めるべきである。
また、大阪府内の数箇所で、携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作している人の数を調査した結果や府民に対してアンケートを実施した結果、携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作している人はほとんどいないという結果であったことから、条例で「携帯電話で通話しながらＡＴＭを操作すること」を禁止したとしても、府民に過度な負担を掛けることには繋がらず、また、現在の特殊詐欺の発生状況に鑑みれば、府民に対して不便を強いることとなったとしても必要な対策を講ずべきである。


 (2)　金融機関からの通報
	ア　金融機関は、特殊詐欺等被害のおそれがある取引を認めた場合は、警察への通報その他必要な措置を行う。
イ　警察は、金融機関に対し、前項の取引と判断するために必要な情報を提供する。


金融機関から警察に対して、特殊詐欺被害のおそれがある場合の通報は、被害拡大防止に非常に有効な手法であり、本項については、令和元年の条例改正時に際して義務化も含めた検討がなされ、努力義務に据え置いた経緯がある。
しかしながら、特殊詐欺が増加している現状を踏まえれば、より前進した措置を検討する必要性は認められる。
現状、法律に基づく疑わしい取引の通報がなされているが、被害が増加している状況をみれば、金融機関と大阪府警察がさらに連携し、被害の疑いのある取引を認知した場合の通報を進める必要がある。
なお、金融機関の取引実態からすれば、取引の大半が正常な取引であるとの実情が認められ、さらには、義務化になれば、警察、金融機関双方が膨大な情報をやりとりすることとなる可能性があり、正常な取引か否かの選別に双方が多大な労力を要するおそれがあるとの意見がある。
また、金融機関からの通報に関しては、現在も各金融機関においてモニタリング等により特殊詐欺等の被害に遭っているおそれがある取引を認めた場合は、当該預金者への確認や警察に相談を促す等の対策を行っているところである。
こうした中、本年８月23日には金融庁と警察庁の連名で、各金融機関団体に対して、「法人口座を含む預貯金口座の不正利用等防止に向けた対策の一層の強化」についての要請文が発出され、モニタリングにより、詐欺の被害のおそれが高いと判断される取引を検知した場合には、管轄する都道府県警察へ必要な情報を迅速に提供するものとされたことから、現在、国においても都道府県警察への情報提供について順次調整を行っているところであり、同調整により構築された情報提供の対応要領を踏まえた上で、必要な対策を検討していく必要がある。
なお、通報すべき内容については、各金融機関で導入されているモニタリングシステム等が異なるため、通報を義務化するのであれば、警察と事前に十分協議するなどして、各金融機関のシステム、検知体制等に応じた内容で対応できるよう配慮する必要がある。また、引き続き、国の動きも踏まえつつ、金融機関に対して二重の対応を求めることがないよう配慮する必要がある。

(3)　プリペイド型電子マネー販売時の確認
	ア　プリペイド型電子マネーを販売する事業者は、被害を防止するための注意喚起を行う。
イ　事業者は、一定額以上のプリペイド型電子マネーを販売するときは、特殊詐欺等の被害に遭うおそれがないか確認する。
ウ　事業者は、特殊詐欺等被害のおそれがあると認めた場合は、警察への通報その他必要な措置を行う。
エ　購入者は、購入時の確認等に応じる。


特殊詐欺被害の中でも、架空料金請求詐欺は、全国で見ても大阪府での発生が多く、本年８月末現在においても、被害金額は過去最多となった昨年を上回る勢いであり、その主な手口は、前述のとおり、コンビニエンスストア等でプリペイド型電子マネーを被害者に購入させ、その電子マネーを使用するためのカード番号等を犯人グループが聞き取り、その電子マネーの額面金額をだまし取る手口である。
このような手口では、被害に遭うまでの間に他者の介在がない場合が多く、被害を防止するためには販売業者による水際対策が重要である。
本項については、現行条例において、既に事業者には犯行手段として利用されないための措置を講ずるように努力義務が課されており、コンビニエンスストア等において声掛けなどを行うことでも多くの未然防止をしている状況ではあるものの、大阪府内における特殊詐欺の被害は増加している現状である。
架空料金請求詐欺のうち、プリペイド型電子マネーを購入させる手口では、購入先の99パーセントがコンビニエンスストアであることを考えれば、より一歩踏み込んだ対策を講じる必要があり、コンビニエンスストア等での販売時に特殊詐欺被害のおそれがないか確認することや府民にもその確認に応じるように義務化することで、特殊詐欺の被害防止のため一定の効果があると思われる。
なお、事業者に義務を課すことについては、
　電子マネーの購入の大半は正常な取引である
　店員が声掛けなどを行ったところ、購入者とトラブルになることがある
　高校生等の若年者から外国人に至るまで幅広い層の従業員が勤務している　　　
　義務として履行できなかった場合に被害者からの訴訟リスクを負う
　特殊詐欺被害防止対策は本来、大阪府・大阪府警察の責務であり、コンビニ　　
エンスストアは協力している立場であることから、努力義務は理解できるが
義務化はなじまない
ことから、現場の過度な負担につながる旨の意見もあるが、特殊詐欺被害の現状に鑑
みると、一定の義務を課してでも被害防止対策を行うことが重要である。
なお、プリペイド型電子マネー販売時の確認については、コンビニエンスストア等におけるその他業務との兼ね合いもあることから、現行の努力義務に加えて義務を課す場合は、一定の金額以上のプリペイド型電子マネー購入者を確認対象とするなどの配慮をすることにより、詐欺被害の防止効果と業務への支障を軽減できるものと思われる。
加えて、義務化の内容が詐欺被害を未然に防止することではなく、警察から提供されるツールを示すことでの「詐欺被害かどうかの確認」と「確認の結果、詐欺被害の疑念が生じた場合の通報等の措置」に限定すれば負担はさらに軽減できると考える。
このほか、今回の条例改正で、購入者への「声掛け」に対する法的根拠が付与され、府民をはじめとする購入者にも従業員等からの確認に応じる義務を課すとともに、その義務を周知することで、現状よりもトラブルを減らすことが可能である。
販売時の確認を確実に履行するための手段としては、従業員等からの声掛け以外にも、現在酒やたばこを販売する際に年齢確認を確実に行っているように、レジカスタマー画面での確認等、一定のコスト負担は要するもののシステム改修等を行うことでも対処することが可能であることから、事業者ごとの実情に応じた対策を行うことが必要である。

 (4)　ＡＴＭ振込における上限額の設定
	　金融機関は、高齢者のＡＴＭ取引における一日の振込限度額を引き下げる。


還付金詐欺被害の現状をみれば、一日に複数回ＡＴＭから振込をさせられていることもあるため、一日の振込限度額を設定し、被害拡大を防止する必要がある。
令和５年の被害実態をもとに、70歳以上の方を対象に一日の振込限度額を20万円に制限をした場合、60パーセント以上被害額を減少させることができる試算があり、被害拡大防止の効果が見込まれる。
ＡＴＭからの振込における上限額の設定については、前述の「国民を詐欺から守るための総合対策」を受けて、警察庁と全国銀行協会との間で慎重に議論がなされている段階であることを踏まえると、同議論の結果と異なる二重基準や繰り返しのシステム改修とならないように、国レベルでの議論が終了するまでは、自主的に上限額を引き下げることができる金融機関は引き下げを行い、即座に引き下げることが困難な金融機関は国の議論の結果を待つという、金融機関の実情に応じた柔軟な対応ができるようにしてほしいとの意見があった。
しかしながら、大阪府内での還付金詐欺は、全国でもワースト１となるなど、他の都道府県と被害金額に大きな差があり、本年８月末現在、大阪府内において毎日1,500万円以上が特殊詐欺の被害に遭っている現状に鑑みれば、全国での対応を待つのではなく、大阪府においても必要な対策を講じることは急務である。また、金融機関においても被害を認知している以上は被害を抑えるための負担はやむを得ないものと考える。
現在においても地方銀行や信用金庫、信用組合等は、年齢や過去のＡＴＭでの振込実績の有無を踏まえつつ、ＡＴＭでの振込における上限額を引き下げる措置を行っている。都市銀行等については事業規模や顧客数、営業地域等が地方銀行や信用金庫等と異なるほか、他の都道府県からの個別要請への対応との整合性も検証する必要があるため、同様に考えることはできないとの意見はあるものの、被害口座の約７割が都市銀行等であり、振込限度額の上限が高く、それに応じて被害額も高額になっている現状を考えれば、都市銀行等においても同様の取組を行う必要性は高い。
ただし、引き下げる対象となる顧客について、当該預金者のＡＴＭでの振込実績の有無なども考慮することで、条例改正後においても社会の混乱等を一定程度抑えることも可能となることから、制限の対象者や上限額については今後も更なる検討が必要である。
なお、前述の通り、国の総合対策に基づき、ＡＴＭからの振込を少額とすることを制度化する方向で、現在、警察庁と全国銀行協会等が検討・協議を行っているところであり、加えて、大阪府以外の都道府県警察と基準を定めて既に運用をしている地方銀行もあることから、二重基準となることを避けることや各金融機関でシステム等が異なることも考慮し、制限額や要件について一定の柔軟性を持たせることやシステム改修等に要する時間的猶予を確保すべきであるとの意見もあった。
また、制限の実施について、義務化した場合は、金融機関に一律の制限を課すことができるが、一律に制限を課す分、対応に時間を要する金融機関に合わせるため、施行日が遅延することも懸念される。一方、努力義務とした場合は、施行日にこだわることなく、各金融機関で準備ができ次第、速やかに実施できるが、強制力が義務化に比べて弱く、各社で対応に差が出るおそれがあるということが挙げられた。
今後も、制限すべき顧客口座に対して制限すべき上限額を定めるための基準や運用開始時期などについて、大阪府や大阪府警察と金融機関が連携して詳細な検討を行い、特殊詐欺被害を抑止するために真に効果が発揮され、かつ、金融サービスの利用者への利便性への影響や、金融機関の業務への影響等にも十分配慮した取組とすることが重要である
振込限度額引き下げは、今回の条例改正で検討している各項目の中でも特殊詐欺の被害抑止に特に効果があると考えられることから、上記の意見等も踏まえた上で、改正条例に盛り込み、各金融機関において可能な限り速やかに当該取組を推進していくべきである。

 (5)　府民の自主防犯行動を促進するための情報発信
	ア　府及び警察は、特殊詐欺等の手口、発生日時等に関する情報を発信する。
イ　府及び警察は、事業者による特殊詐欺等被害の防止に効果的な取組について
公表する。


府民の自主防犯行動を促進するための情報発信については、現状においても大阪府や大阪府警察において、安まちメールや安まちアプリ、エックスやインスタグラム等のＳＮＳ、各種広報媒体等を活用して、広報啓発を行っているところであり、特殊詐欺全般に対する注意喚起やアポ電等（特殊詐欺の犯人と思われる人物からの電話やメール等特殊詐欺の予兆となる電話等）を認知した際に個別に安まちメールで注意喚起を行っているが、発生場所に対しての注意喚起はなされていない。
特殊詐欺の被害を抑止する上で、どこの地区に犯人からアポ電があったのかを知ることも重要であるが、その後、実際に被害者はどこに誘導され被害に遭っているのかを知ることは、府民の「知る権利」でもあり、これらの情報は、身近でタイムリーな情報ほど伝わりやすく、自主防犯行動を促す上でも重要である。
他方、具体的な店舗名などを公表することは、風評被害等も起こりうるとの意見もあるため、発信内容については一定の配慮が必要になる。
高齢者としては、情報を受け取る機会も少ないと感じており、あらゆる機会を通じた情報発信をお願いしたいという意見もある。
そこで、特殊詐欺全体の発生状況等について、現状でも大阪府警察のウェブサイト等に掲載されているものの、大阪府及び大阪府警察においては、今以上に、より分かりやすく、幅広い年代に伝わるような方法を考え、訴求力の高い広報啓発ができれば特殊詐欺等の被害防止に一定の効果があると思われる。
金融機関においても、大阪府や大阪府警察が発信する情報をもとに被害状況を広報するなどすれば、より一層府民に情報が届きやすくなる。
なお、「効果的な取組」をしている事業者等を積極的に公表することも抑止効果が見込まれることから、そのような観点を踏まえて情報発信するべきである。

４　総括
本審議会において、規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策について諮問がなされ、事務局から提示の前記５項目について審議を行った。
前述のとおり、令和元年に改正された現行の「大阪府安全なまちづくり条例」施行下において、特殊詐欺が増加している現状に鑑みれば、より踏み込んだ対策が必要である。
そこで、前記５項目について、配慮すべき内容も踏まえた上で、現行条例に盛り込み、事業者や府民に対して義務を課すとともに、府が改正条例の周知を徹底し、継続的に広報・啓発を強力に推進することで、特殊詐欺被害を抑止することに一定の効果があるとの結論に至った。

５　条例化に伴う配意事項
条例改正のために検討を行った各項目については、事業者、特に金融機関やコンビニエンスストア等について一定の義務を課すこととなるため、各項目において、実効性や有用性、対応までに必要な猶予期間を考慮した上で、事業者の実情を考慮した対策を求めるなどの配慮が必要になるほか、大阪府が先頭に立って、条例改正の効果を持続的なものにするための広報啓発等に関する予算措置についての検討や、警察による店舗巡回や防犯訓練の実施、地域のコミュニケーションを強化する対策が必要である。
また、大阪府のみならず全国においても被害が急増しているＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺等、現行の条例では特殊詐欺に含まれないものの手口が酷似している類似犯罪に対しても、今回の改正項目で抑止効果が見込まれることから、改正条例の対象犯罪とすることを検討すべきである。
なお、現在、被害の多くを占めているのはＡＴＭからの振込の手口であるが、他人の介在が全くないインターネット・バンキングを利用した振込による被害が本年に入り急増しており、今後はインターネット・バンキングを利用した振込に手口が移行するおそれがある。
インターネット・バンキングによる振込上限額は総じて高額であることから、被害金額が極めて高額となる場合もある。引き続き「国民を詐欺から守るための総合対策」「法人口座を含む預貯金口座の不正利用等防止に向けた対策の一層の強化」等、国による各種施策の取組状況や社会情勢の変化等を見極めつつ、国とも連携して、必要な対策を検討する必要がある。
加えて、特殊詐欺の手口については複雑化・巧妙化しており、また、手口が日々変化することから、今回、条例を改正した場合は、その効果等を見極めるとともに、各種対策も含め、条例の内容については今後も適宜見直すことが重要である。

６　おわりに
本審議会において、規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策を審議した結果については前記総括で述べたとおりであるが、特殊詐欺は、一度犯人から連絡があり欺罔状態に陥ると一種の洗脳状態となり、被害者自身で被害を防ぐことが極めて困難な犯罪であるとともに、時代の変化と共に犯罪の手口が巧妙化・多様化することから、国における対策を期待するところであるが、特に大阪府の被害状況が深刻であることから一層強力な被害防止対策を社会全体、すなわちオール大阪で迅速かつ的確に推進していくことが重要である。
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■　審議経過
【第一回審議会】令和６年８月20日（火曜日）
議題：特殊詐欺の現状について、規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策について など
【第二回審議会】令和６年９月12日（木曜日）
議題：規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策について
【第三回審議会】令和６年９月30日（月曜日）
議題：規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策について 
【第四回審議会】令和６年10月21日（月曜日）
議題：被害の現状について、規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策について、答申（案）について
【第五回審議会】令和６年11月５日（火曜日）
議題：規制の強化を含めた効果的な特殊詐欺被害防止対策について、答申（案）について
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